
人工知能（AI）の時代における特許制度の目的

Vol. 76　No. 6 － 103 － パテント 2023

人工知能（AI）の時代における特許制度の目的

会員・弁護士　岡本　義則

目次
1.はじめに
　1.1　人工知能（AI）の技術の発展
　1.2　人工知能（AI）の特許制度への影響
2.特許制度の目的
　2.1　特許制度の目的
　2.2　産業政策説の 3要素説
　2.3　特許制度の目的についてより広い視点で捉えること
3.特許制度の機能
　3.1　金融機能
　3.2　技術の可視化機能
　3.3　新産業育成機能
　3.4　創造的な環境の整備機能
　3.5　発明者や創造的な企業の生産性向上機能
　3.6　人工知能（AI）を用いた技術開発への支援機能
4.特許制度の目的の検討
5.制度の改正における議論について
6.おわりに

1.はじめに
　1.1　人工知能（AI）の技術の発展
　近年の人工知能（AI）の技術の進歩は目覚ましい。ニューラルネットワークにおける深層学習（ディープラー
ニング）の技術の発展により、人工知能（AI）についての応用が広がったのはもちろん、近年では大規模言語モ
デル、基盤モデル（1）（2）などの進歩があり、毎日のように新しい技術が出現している。たとえば、言葉（プロンプト）
を入れるだけで、通常の人間が描く以上の画像を自動的に生成することも可能になっている（3）。
　人工知能（AI）の進歩については、専門家でも予想が当たらなかった歴史がある。筆者は第 2次AI ブームの末
期に人工知能（AI）の研究をした（4）（5）（6）。当時は、第 5世代コンピュータが国家プロジェクトとなっており、いわ

要　約
　近年の人工知能（AI）の技術の進歩は目覚ましい。ニューラルネットワークにおける深層学習（ディープ
ラーニング）の技術の発展により、人工知能（AI）についての応用が広がったのはもちろん、近年では大規模
言語モデル、基盤モデルなどの進歩があり、毎日のように新しい技術が出現している。
　人工知能（AI）の発展に伴い、第4次産業革命に即した知的財産制度が模索されている。また、人工知能
（AI）の時代においては、社会が複雑化しており、特許法が制定された当時とは状況が異なってきている。
　人工知能（AI）の時代の進展に伴い、特許法の目的についても、再検討が必要になると考えられる。
　本稿では、このような観点から、人工知能（AI）の時代における特許制度の目的について考察し、制度の改
正に必要な視点について検討する。
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ゆる記号処理により人工知能が実現されると考える研究者も多かった。当時は難しいと考えられていたが、現在は
実現されているものもあれば、当時は比較的易しいと予想されていたが、未だに実現していないものもある。たと
えば、当時は、人工知能が犬と猫を見分けることや、囲碁で人間に勝利するのは不可能と考えられていた。しか
し、実際には、ディープラーニングにより画像認識の性能が向上し、人工知能が犬や猫を見分けることや、囲碁で
人間に勝利することが可能になった。一方で、相対的に易しいと考えられていた運動制御は思ったより進んでおら
ず、二足歩行ロボットなどは、当時からあったにもかかわらず、現在もあまり普及していない。
　このように、AI 技術の将来の予測は難しいと思われるが、AI 技術の進歩は、特許制度にも大きな影響を与える
ことが考えられる。

　1.2　人工知能（AI）の特許制度への影響
　人工知能（AI）の発展に伴い、第 4次産業革命に即した知的財産制度が模索されており、産業競争力強化の基
盤となる知的財産システムの構築が検討されている（7）。
　人工知能（AI）による発明もなされており、人工知能（AI）が発明者になれるか否かも議論となっている（8）。
人工知能（AI）が発明者になれないとしても、人間が人工知能（AI）を研究の補助に使用して発明をすることは
増加することが考えられる。
　また、人工知能（AI）の時代においては、社会が複雑化しており、特許法（昭和 34 年 4 月 13 日法律第 121 号）
（昭和 34 年法）が制定された当時とは状況が異なってきている。
　人工知能（AI）の時代の進展に伴い、特許法の目的についても、再検討が必要になると考えられる。

2.特許制度の目的
　2.1　特許制度の目的
　特許法の目的については、特許法第 1条が定めている。

　第 1条　この法律は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明を奨励し、もつて産業の発達に寄与する
ことを目的とする。

　特許法第 1条によれば、現行法における特許制度の目的は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明を奨励
し、もつて産業の発達に寄与することとされている。
　特許制度の目的について、最高裁平成 29 年 3 月 24 日第二小法廷判決（平成 28 年（受）第 1242 号特許権侵害行
為差止請求事件）は、以下のように言及している。

　特許制度は、発明を公開した者に独占的な権利である特許権を付与することによって、特許権者については
その発明を保護し、一方で第三者については特許に係る発明の内容を把握させることにより、その発明の利用
を図ることを通じて、発明を奨励し、もって産業の発達に寄与することを目的とするものである（特許法 1条
参照）。

　このように、発明を公開した者に独占的な権利である特許権を付与することによって、特許権者についてはその
発明を保護するとされている。一方で第三者については特許に係る発明の内容を把握させることにより、その発明
の利用を図るとされている。
　学説においては、特許制度については、本来、発明者は、当然に独占権を受けることができるとする基本権（自
然権）説と、産業政策上の見地から特許制度を採用するものであるとする産業政策説があるとされ、産業政策説に
は、（ⅰ）秘密公開説（代償説）、（ⅱ）発明奨励説（刺激説）、（ⅲ）過当競争防止説（競業秩序説）が挙げられて
いる（9）。
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（ⅰ）�　秘密公開説（代償説）は、特許制度は、発明者に発明を公開させ、その代償として、一定期間その発明を独
占させるものであるとする。

（ⅱ）�　発明奨励説（刺激説）は、特許制度は、発明の誕生を奨励（刺激）し、発明の実施化・企業化をも奨励する
ものであるとする。

（ⅲ）�　過当競争防止説（競業秩序説）は、特許制度は、発明者に独占権を付与することにより、過当競争を防止
し、競業秩序を確保するものであるとする。

　産業政策説の（ⅰ）～（ⅲ）は、それぞれ 1つの面を強調したものであり、そのうちのいずれかを正しいとすべき
ではなく、むしろ三者を一体として多面的に把握すべきとされる（10）。本稿では、これを産業政策説の 3要素説と
呼ぶことにする。

　2.2　産業政策説の 3要素説
　上記の産業政策説の（ⅰ）～（ⅲ）は、今日において、それぞれ単独で説明として十分なものであるかについて
は、以下のような疑問がある。
（ⅰ）　秘密公開説（代償説）について
　特許制度は、発明者に発明を公開させ、その代償として、一定期間その発明を独占させるとする。
　このように、公開の代償としての独占権の付与という考え方は、情報化が進んでいない古い時代においては、よ
く妥当したと考えられる。
　すなわち、古い時代においては、情報の伝搬は遅く、製品の分析手段も発達していない。誰かが発明を実施して
も、発明の内容は明らかにならず、仮に発明の実施により発明の内容が明らかになっても、狭い地域で知られるに
とどまることも多い。このような場合、特許制度により、全国的に広く発明を公開することは重要となる。
　今日においても、発明がなされても営業秘密として秘匿されることはあり、公開の代償としての独占権の付与と
いう考え方がよくあてはまる場合はある。しかし、情報化が進んだ今日では、発明の実施により、発明の内容が明
らかになり、すぐに世界中に広まることも多い。
　このような場合、発明はいずれにしても公開されることになり、公開の代償として独占権を与えるという考え方
を重視することは難しい側面があると思われる（11）。
（ⅱ）　発明奨励説（刺激説）について
　特許制度は、発明の誕生を奨励（刺激）し、発明の実施化・企業化をも奨励するものであるとする。
　この説は、発明やその実施化・企業化の「奨励」を広く考えれば、今日でも妥当すると考えられる。
　しかし、発明やその実施化・企業化の「奨励」を、インセンティブ（刺激）を与えるインセンティブ論として狭
く捉えると、説明として十分であるか疑問が生ずる（12）。
　発明をするという創造的な活動は、研究や技術開発が面白いからなどの内発的な動機で行なわれる場合も多く、
特許制度によるインセンティブは、重要な場合も多いが、常に重要であるとは限らない。
　また、企業においては、特許制度によるインセンティブがなくても、市場において先行する利益など、別の動機
により研究開発や製品化がなされうる。
　また、人工知能（AI）による発明もなされている。仮に人工知能（AI）による発明を特許制度で保護するので
あれば、人工知能（AI）は、特許制度によるインセンティブを与えなくとも、不眠不休で発明を生み出すことが
できるので、インセンティブ論による説明は難しくなる。
（ⅲ）　過当競争防止説（競業秩序説）について
　この説は、古い時代はともかくとして、近代化した社会においては、特許制度によるインセンティブの有無にか
かわらず、発明は生まれ、公開されていき、秘密公開説、インセンティブ論（狭い意味での発明奨励説）では、十
分に説明ができない場合があることを捉えており、優れた側面があると思われる。
　秘密公開説、インセンティブ論による説明があてはまらない場合でも、模倣により競業秩序が保てない場合な
ど、競業秩序の観点からの説明があてはまる場合はあり、1つの面を捉えた説明と考えられる。
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　しかし、「過当競争防止」という言葉が、競争制限的な印象を与える言葉であり、語感が必ずしも良くない側面
があると思われる。
　また、特許制度が適用されない分野もあるが、特許制度が適用されない状態は、過当競争なのかという疑問も生
ずる。

　2.3　特許制度の目的についてより広い視点で捉えること
　上記のように、秘密公開説、インセンティブ論（狭い意味での発明奨励説）、過当競争防止説については、それ
ぞれ単独では、今日の複雑化した社会における特許制度の目的の説明として、必ずしも十分なものではない。
　上記の産業政策説の（ⅰ）～（ⅲ）は、それぞれ 1つの面を強調したものであり、そのうちのいずれかを正しいと
すべきではなく、むしろ三者を一体として多面的に把握すべきとされる（10）。これは、単独での説明よりも、より
実体に即した説明になるからと考えられ、この点で、3要素説は、優れた説明と考えられる。
　人工知能（AI）の時代においては、さらに多数の側面を考慮し、より広い視点で特許制度の目的を捉えてみる
ことは、一つの検討の視点となると考える。

3.特許制度の機能
　3.1　金融機能
　今日では、特許制度は企業の資金調達を容易にするという金融機能を果たしている。たとえば、スタートアップ
企業が資金を調達する際に、特許等の知的財産権は重要な役割を果たしうる（13）。
　特許の金融機能は、単に発明の実施化・企業化のための資金を調達するだけではなく、特許を有していることを
企業の財産や信用、将来性等として示すことで、企業の資金調達全般を促進するなど、広い金融機能を発揮するも
のである。
　このように、特許の金融機能は、今日では重要な役割を果たしているが、特許法の目的（特許法第 1条）におい
て明示的には記載されていない。もっとも、発明の保護を図ることにより、間接的に資金を調達しやすくなるとは
考えうる。
　特許法の制定当時には、特許の金融機能の重要性は現在よりも低かったと考えられる。たとえば、ベンチャー企
業が現在よりも少なく、大企業も土地などの有形資産を担保に銀行から融資を受けて資金調達をすることが一般的
であった時代には、特許の金融機能の重要性は相対的に低い。
　しかし、現代においては、たとえば、技術以外に特に不動産などの資産がないベンチャー企業等が、その技術を
特許により裏付けて、資金調達をすることが重要となっている。また、大企業においても、特許を取得すること
で、知的財産を重視した経営姿勢を示し、当該企業への投資を促進することの重要性が増していると考えられる。
　現代においても、資金調達の必要が乏しい企業や個人が発明をする場合など、特許の金融機能が重要ではない場
合もあり、特許制度の機能としては、一要素に留まるが、特許の金融機能の重要性は増加していると考えられる。

　3.2　技術の可視化機能
　企業が特許を出願する動機としては、特許による独占権を得て排他的な商業利用をすることのほか、企業や発明
者の評判を高めるためなど、他の動機があることも多い（14）。
　たとえば、優れた技術を有する企業があっても、外部から見て、優れた技術を持つことが必ずしも明らかになら
ない場合がある。また、優れた技術を持つように見える企業があっても、将来的に模倣をされ、優位性が失われる
おそれもある。
　このような場合、特許を取得することより技術を可視化して、優れた技術を有する企業であることを対外的に示
すことにはメリットがある。
　また、技術を可視化して、優れた技術を有することを示す機能は、特許の出願の段階でも発揮されることがあ
る。たとえば、「特許出願中」と製品に記載したいという目的で、企業が特許出願を検討することも実務上見ら
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れる。
　しかし、技術を可視化し、優れた技術を有することを示す機能は、特許法の目的（特許法第 1条）に明示的に記
載されているわけではない。もっとも、特許法の目的（特許法第 1条）には、発明の利用を図ることが記載されて
おり、優れた技術を可視化することは、発明の利用に資するとは考えうる。
　なお、技術を可視化し、優れた技術を有することを示す機能は、特許の出願だけでも一定の効果があり、発明の
保護を必ずしも前提としていない。この点で、公開の代償として一定の期間独占権を与える公開の代償論とは異な
る考え方である。
　技術の可視化機能は、企業や発明者の評判を高めるだけではなく、企業の時価総額の評価を改善するなど、有
形・無形の利点を、企業や発明者に与えうる。たとえば、特許制度がない場合、研究開発支出はコストとして認識
されるおそれがある。研究開発により得られた、まだ市場での具体的利益に結びつかない不可視の技術を、特許の
取得や特許出願で可視化することにより、研究開発支出が単なるコストとして認識されることを防止しうる。
　人工知能（AI）の時代においては、自然言語処理など人工知能（AI）の分析能力が上がり、公開情報である特
許情報をビックデータとして分析して、企業等の評価を行なうことが容易となり、技術の可視化機能はより重要と
なると考えられる。特許制度の機能としては、一要素に留まるが、技術の可視化機能の重要性は増加すると考えら
れる。

　3.3　新産業育成機能
　特許制度の機能として、新産業の育成機能も重要となると考えられる。
　人工知能（AI）の時代には、人工知能産業だけでなく、広い分野において新産業が生まれることが期待される。
　たとえば、新しい分野が発生した場合、当初は市場規模が小さいため、参入をしても、市場から十分な利益を上
げることができないことがある。このような場合でも、技術開発に多額の資金を投入することを可能にし、新産業
の育成をする機能は重要となる。
　たとえば、新しい分野で市場規模が小さいため、当該市場からは十分な利益を上げることができず、赤字を何年
も計上し続けることを余儀なくされる場合を考える。このような場合、赤字を何年も計上し続ける企業に多額の投
資を促進するには、特許の金融機能が重要となる。
　市場規模がたとえば 10 年後には大きくなり、十分な利益を上げることができるようになる場合、その時点で多
くの会社が参入しうる。しかし、赤字を何年も計上し続けた会社が、特許を先に取得していることにより、市場規
模が拡大した際に、特許を用いて利益を上げることができる。そのことにより、市場規模が小さい早期の段階から
技術開発を促進し、新産業の育成をすることができる。
　一見すると、新産業の育成機能は、特許の金融機能やインセンティブ論の枠内の問題にすぎないように見える。
しかし、新産業の育成機能は、国全体を捉えたマクロな視点であり、人工知能（AI）の時代における産業構造の
転換を支援し、国際競争力を増加させる点で、着眼点が異なる機能である。
　新産業育成機能や、産業構造転換機能は、特許法の目的（特許法第 1条）として明示的に記載されているわけで
はない。しかし、人工知能（AI）の時代においては、一つのマクロな視点として重要となると考えられる。

　3.4　創造的な環境の整備機能
　特許制度の機能として、国全体を捉えたマクロな視点からは、創造的な環境の整備機能が重要となると考えら
れる。
　創造的な環境の整備機能は、特許制度により、創造的な環境を整備するというマクロな視点に着目したものであ
り、公開の代償論やインセンティブ論とは異なる視点である。創造的な環境の整備に寄与するものとしては、特許
の独占権による経済的な利益の付与だけではなく、発明者の名誉、企業の評判の向上など、様々なものがあり
うる。
　たとえば、人口が非常に少ない国では、その国の特許の独占権の経済的価値は非常に低くなりうる。ある国の特
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許の独占権の経済的価値は、その国の市場規模に依存するからである。
　しかし、公開の代償あるいはインセンティブとしての特許の独占権の経済的価値が極めて低い国でも、特許制度
がないよりも、特許制度がある方が、発明に対して肯定的な環境となり、創造的な環境が整備される。
　もっとも、国際出願や特許の保護の強さの差などを考えなければ、同じ発明をした場合、市場規模が大きな国の
発明者や企業は、市場規模が小さな国の発明者や企業よりも、特許の独占権から大きな経済的利益を得ることがで
きる。経済的利益の付与も創造的な環境の整備に寄与する要素の一つであり、市場規模が大きな国の方が、創造的
な環境の整備において有利となる側面はありうる。
　しかし、市場規模が小さな国でも、特許制度を工夫することで創造的な環境の整備をすることができる。また、
他の国と審査結果を相互利用すること等による外国出願の優遇措置や、EUなど地域の特許制度を利用することな
どにより、さらに創造的な環境を整備することができる。
　特許制度により、創造的な環境を整備することの効果は、その国の教育や人材育成がより創造性重視になるな
ど、時間をかけて現れるものもある。特許制度がなければ、その国の教育や人材育成が、発明を重視する方向とな
ることは難しくなりうる。
　インセンティブ論は、特許制度により外から与えられるインセンティブに着目している。一方で、創造的な環境
の整備機能は、環境の問題に着目しており、社会がより創造的な環境となり、人材の育成が促進され、内発的動機
による発明もされやすくなる等の点においても、インセンティブ論とは着眼点が異なる。
　創造的な環境の整備機能は、特許法の目的（特許法第 1条）として明示的に記載されているわけではない。しか
し、人工知能（AI）の時代においては、一つのマクロな視点として重要となると考えられる。

　3.5　発明者や創造的な企業の生産性向上機能
　特許制度があることにより、発明者や創造的な企業は、知的生産において、同じ努力をしても、より多くの利益
を得ることができるようになると考えることができる。生産性は、様々な分野で用いられる多義的な用語である
が、本稿では、知的生産において、同じ努力をしても、より多くの利益を得ることができるようになることを、生
産性の向上と呼ぶことにする。このように生産性の向上を定義すると、特許制度には、発明者や創造的な企業の生
産性の向上機能があることになる。
　特許制度のある国と、特許制度のない国では、発明者が、同じ努力をして発明をしても、得られる利益は異なっ
てくる。外国出願等を考えなければ、特許制度のない国では、多額の研究開発費用を支出して発明をしても、発明
は特許制度の保護を受けられず、発明者や創造的な企業の生産性は低くなる。すなわち、特許制度のある国の発明
者の方が、大きな利益を得ることができ、生産性が向上することになる。
　特許制度により、発明者の生産性を向上させることにより、発明者が大きな利益を生む人材となり、発明者がよ
り大切にされることになりうる。また、発明者を大切にする創造的な企業の生産性も向上する。そして、発明者や
創造的な企業など、創造部門に人材が集まることが促進される（創造人材機能）。
　生産性の向上機能は、発明者や創造的な企業の生産性の向上により、社会における創造部門に人材を集め、内発
的な動機を含めて、発明を生み出す力を高める視点であり、公開の代償論やインセンティブ論とは異なる視点で
ある。
　生産性の向上機能や創造人材機能は、特許法の目的（特許法第 1条）として明示的に記載されているわけではな
い。しかし、人工知能（AI）の時代においては、一つの視点として重要となると考えられる。

　3.6　人工知能（AI）を用いた技術開発への支援機能
　人工知能（AI）の時代には、人工知能（AI）による発明がなされる。人工知能（AI）による発明を特許制度で
保護するのか否か、保護する場合、どのような保護をするのかは、難しい問題となりうる。人工知能（AI）によ
る発明を特許制度で保護しない場合でも、人間が人工知能（AI）を研究の補助に使用して発明をすることは増加
することが考えられる。
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　仮に、人工知能（AI）が進歩し、人間より少し劣る程度の研究能力、研究補助能力を有するようになったとす
る。そうすると、人工知能（AI）は、プログラムで作られている場合、大量にコピーできるので、人間の研究の
補助に使用することができれば、技術開発が大幅に加速されうる。
　たとえば、ある医療の研究分野に、人間の研究者、研究補助者が合計 100 人いるとする。ここで、人間より少し
劣る程度の研究能力、研究補助能力を有する人工知能（AI）のコピーを 1万個作り、人間の研究の補助に使用し
た場合、技術開発の速度は 100 倍にはならないとしても、状況によっては、大幅に加速されうる。
　この場合、人工知能（AI）については、インセンティブがなくても、不眠不休で活動をすることができるので、
インセンティブ論による説明は難しくなる。一方で、人工知能（AI）のコピーを 1万個作ってコンピュータ上で
運用するためには、計算資源のために、多くの資金が必要となりうる。そこで、計算資源の調達機能など、人工知
能（AI）を用いた技術開発の支援の観点からの検討が必要となる。
　また、発明の利用の点においても、人工知能（AI）の時代においては、人工知能（AI）の活用が考えられる。
たとえば、人工知能（AI）の自然言語理解の能力が進歩すると、莫大な特許文献の情報を分析して、新たな発明
をするための研究の補助活動をする能力が増大すると考えられる。発明の利用についても、人工知能（AI）を用
いた技術開発の支援の観点からの検討が必要となりうる。
　人工知能（AI）の時代には、特許制度の機能として、人工知能（AI）を用いた技術開発への支援機能の検討が
必要となると考えられる。

4.特許制度の目的の検討
　人工知能（AI）の時代には、特許制度は、上記のように様々な機能を有しうる。上記で挙げたもの以外にも、
特許制度は多くの機能を有しており、また、時代の進展により新しい機能が重要となりうる。特許制度の目的につ
いては、産業政策説の 3要素説の 3つの側面だけではなく、上記の機能を含む多様な機能を発揮させることも、特
許制度の目的として検討することが考えられる。
　また、特許制度の目的については、特許法第 1条が「この法律は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明
を奨励し、もつて産業の発達に寄与することを目的とする。」としており、「産業の発達に寄与する」ことが目的と
されている。
　この点は、特許法（昭和 34 年 4 月 13 日法律第 121 号）（昭和 34 年法）から変わっておらず、特許法第 1条は、
長期間改正されていない。たしかに、戦後の高度経済成長期においては、「産業の発達に寄与する」ことは、極め
て重要であったと考えられる。
　もちろん、現代においても、「産業の発達に寄与する」ことは重要である。しかし、人工知能（AI）の時代であ
る現代では、社会はより複雑化しており、「産業の発達に寄与する」ことだけではなく、環境の保全、健康で文化
的な生活の実現、人工知能（AI）の時代の平和の維持と格差の是正など、多様な価値を考慮することが重要とな
ると考えられる。
　たとえば、人工知能（AI）を用いた環境関連技術の進歩の加速による気候変動の問題の解決や、超高齢化社会
への対応を含めたすべての人の健康で文化的な生活の実現、人工知能（AI）による技術開発の軍事産業などへの
悪用防止と平和の維持、人工知能（AI）を用いた技術開発の成果による格差是正など、「産業の発達に寄与する」
こと以外の価値も目的として検討することが考えられる。
　学説においては、特許制度については、本来、発明者は、当然に独占権を受けることができるとする基本権説
と、産業政策上の見地から特許制度を採用するものであるとする産業政策説があるとされる（9）。
　しかし、人工知能（AI）の時代には、基本権説と産業政策説のいずれかの説を選択しなければならない必然性
はないと考えられる。人工知能（AI）の時代である現代では、社会はより複雑化しており、産業政策だけではな
く、多様な価値を考慮しなければならなくなっている。そのような価値の中には、産業政策だけでは基礎づけられ
ない価値もあり、人権等の観点を含めた基礎づけも必要となると考えうる。
　そして、人工知能（AI）の時代には、特許制度が果たしている様々な機能を果たさせることにより、産業政策
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だけではなく、多様な価値を実現していくことが、特許制度の目的として重要となると考えられる。

5.制度の改正における議論について
　特許制度の目的については、特許法第 1条が明文で定めている。特許法第 1条は、特許法（昭和 34 年 4 月 13 日
法律第 121 号）（昭和 34 年法）から長い間改正されていない。昭和 34 年法の制定当時と、人工知能（AI）の時代
である現代では、様々な状況が変化していると考えられる。
　このように、昭和 34 年法の制定当時とは社会の状況が変化していることから、人工知能（AI）の時代における
特許制度の多様な機能を検討して、特許法の目的についての改正を検討することが、1つの検討の候補となりうる
と考える。
　また、改正法においては、「産業の発達に寄与する」こと以外の価値も、目的として記載することが検討の候補
となりうると考える。
　人工知能（AI）の時代の進展により、公開の代償論やインセンティブ論などの単純な図式では、複雑化した社
会に整合しない側面が増加していくと考えられる。
　特許制度の目的については、より柔軟に考えて、法改正をしていくことが、一つの検討の候補となりうると思わ
れる。

6.おわりに
　本稿では、人工知能（AI）の時代における特許制度の目的に関して、今後の人工知能（AI）の時代における特
許制度の目的を検討し、制度の改正に必要な視点について検討した。
　本稿が、人工知能（AI）の時代における特許制度の目的の問題について、今後の議論の一助となれば幸いで
ある。
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